
（２）花きの生産の現状（生産者構成）

＜作付面積及び経営体数の推移＞ ＜生産者年代構成の比較＞

資料：農林水産省「農林業センサス」
※「販売農家」… 経営耕地面積が30a以上又は農産物販売金額が50万円以上の農家

＜新規参入者の部門別割合（令和４年）＞

資料：農林水産省「令和４年新規就農者調査結果」

○ 花きの販売農家は減少傾向で推移し、令和２年における販売目的の農業経営体数は42.8千戸。

○ 花きの生産者年代構成は、45歳未満が8％、45歳から59歳までが21％、60歳以上が72％となっている。

資料：農林水産省「2020年農林業センサス」第３巻 農林業経営体調査報告書 農業経営主
年齢別統計 （３）農業経営組織別経営体数 単一経営経営体（主位部門の販売金額が８割
以上の経営体）
※全平均は、全営農類型の平均をとったもの
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（２）花きの生産の現状（農業所得）

○ 花きの農家の農業所得は、品目や経営面積等によって大きく異なるが、令和３年度の平均所得は露地栽培
では197万円、施設栽培では422万円であり、全営農類型所得平均125万円と比較して高い傾向にある。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 令和３年営農類型別経営統計」（全農業経営体（個人経営体及び法人経営体）の数値）
※平成25年（2013年）から平成30年（2018年）までの数値は、「農業経営統計調査 経営形態別経営統計（個別経営）」及び「農業経営統計調査 経営形態別経営統計
（組織法人経営）」の集計結果から推計した数値
※令和元年（2019年）調査から調査票を税務申告資料から転記する形式に変更。平成30年（2018年）以前は農業経営費に市場手数料、交際費等が含まれていない

＜栽培形態別 花き農家（全農業経営体）の所得推移＞ （参考 施設花き作の経営収支）

（参考 露地花き作の経営収支）

（万円） R２ R３ 増減率

農業粗収益 1,777.8 2,211.3 24.4%

うち作物収入 1,703.9 2,002.8 17.5%

共済・補助金等受取金 67.4 196.0 190.8%

農業経営費 1,555.6 1,789.1 15.0%

うち種苗費 156.1 201.4 29.0%

諸材料費 150.7 178.1 18.2%

荷造運賃手数料 227.4 261.8 15.1%

雇人費 257.0 309.5 20.4%

農業所得 222.2 422.2 90.0%

施設花き作の作付け延べ面積 4,089.6 4,295.8 5.0%

R２ R３ 増減率

農業粗収益 849.3 884.8 4.2%

うち作物収入 797.4 795.6 -0.2%

共済・補助金等受取金 48.7 74.0 52.0%

農業経営費 652.4 687.4 5.4%

うち農薬衛生費 48.3 52.2 8.1%

修繕費 31.4 36.1 15.0%

荷造運賃手数料 105.3 116.4 10.5%

雇人費 114.2 124.7 9.2%

農業所得 196.9 197.4 0.3%

露地花き作の作付け延べ面積 68.4 69.0 0.9%
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（２）花きの生産の現状（農業所得）

○ 花きの主業経営体の粗収益に占める所得の割合は、施設栽培と露地栽培でほぼ同じ。

○ 経営費に占める主要経費をみてみると、施設栽培の場合は、露地栽培よりも動力光熱費の割合が高くなっ
ている。

資料：農林水産省「農業経営統計調査 令和３年営農類型別経営統計」
※主業経営体：花き作経営の中で、農業所得が「農業＋農業関連事業＋農業外所得」の50％以上で、60日以上自営農業に従事している65歳未満の者がいる農業経営体
※労働時間、粗収益、経営費及び農業所得は、花き以外の作物も含む

農業所得
396万円

農業所得【28%】経営費【72%】

農業所得
696万円

農業所得【28%】経営費【72%】

露地花き主業経営

・粗収益：1,395万円
・経営耕地面積(うち
花き)：2.6ha(1.0ha)

施設花き主業経営

・粗収益：2,499万円
・経営耕地面積(うち

花き)：0.9ha(0.6ha)

雇用
136万円
（14％）

雇用費
192万円
(11％)

種苗
73万円
(７％)

肥料
65万円(７％)

農薬
衛生
87万円
（９％）

減価
償却
95万円
(10％)

修繕費
53万円(５％)

動力光熱
276万円
（15％）

荷造運転
手数料
192万円
（19％）

その他
211万円
（21％）

その他
402万円
（22％）

荷造運転
手数料
292万円
（16％）

動力光熱
62万円(６％)

地代・貸借料
25万円(３％)

減価
償却

217万円
（12％）

種苗
142万円
(８％)

肥料
80万円(４％)

農薬衛生
93万円(５％)

修繕費
88万(５％)

地代・貸借料
21万円(１％)



（２）花きの生産の現状（需給構造（金額ベース））

○ 花きの国内流通のうち、国内生産（金額ベース）は約９割で、輸入は約１割。

○ 国内生産のうち約６割は切り花類で、鉢もの類、花壇用苗もの類が続く。

○ 輸入のうち約９割は切り花類が占めている。

＜花きの需給構造（令和３年）＞

資料：農林水産省「生産農業所得統計」、｢花木等生産状況調査｣、財務省｢貿易統計｣

※輸入は、貿易統計の分類のうち、花きとして利用されていることが分かるもののみを集計している。
「切り花類」は切花(HSコード：0603全て)と切葉・切枝等(HSコード：0604全て）の合計、「球根類」はHSコード0601全て、
「その他」はしゃくなげ・つつじ(HSコード：0602.03-000)とばら(HSコード：0602.40-000)の合計。

その他 0.6億円【0.1％】

球根類 60億円【11.7％】

切り花類 1,952億円【55.5％】

鉢もの類
921億円【26％】

国内生産 3,519億円【87.2％】

花木類 174億円【4.9％】

芝 71億円【2.0％】

地被植物類 30億円【0.9％】

球根類 19億円【0.5％】

切り花類
455億円
【88.2%】

鉢もの類
950億円【27.0％】

花壇用
苗もの類
323億円

【9.2％】

輸入
516億円

【12.8％】



（２）花きの生産の現状（切り花及び球根の需給構造（数量ベース））

○ 切り花の国内流通のうち輸入割合（数量ベース）は28％となっており、特にカーネーション、キク、ラン類の輸
入割合が高い。輸入の主な相手国は中国、コロンビア、マレーシア、ベトナム等。

○ 球根の輸入割合（数量ベース）は80％で、大半はオランダからの輸入となっている。

＜切り花の需給構造（令和３年）＞

資料：農林水産省｢令和３年産花き生産出荷統計｣、「植物検疫統計」

＜球根の需給構造（令和３年）＞

輸入量
12.3億本【28％】

キク 13.0億本【40％】
バラ

1.9億本
【６％】

カーネー
ション
2.0億本
【６％】

その他 15.6億本【48％】

バラ 0.4億本【３％】

カーネー
ション
3.7億本
【30％】

キク
3.2億本
【26％】

その他
3.7億本
【30％】

ラン類 0.9億本【７％】

シダ類 0.4億本【３％】

国内出荷量
32.5億本【72％】

輸入量 3.0億球 【80％】
国内出荷量

0.7億球【20％】

新潟県 0.1億球【18％】

富山県 0.1億球【19％】

鹿児島県
0.2億球
【22％】

その他
0.3億球
【40％】

その他 0.1億球【５％】

オランダ 2.6億球 【87％】

ニュージーランド 0.2億球【５％】

チリ 0.1億球【２％】



（２）花きの生産の現状（技術・品種開発）

○ 花きの育種については、種苗会社や生産者などの個人により主に行われている。

○ 多様な育種素材を保有する民間会社・個人育種家と、耐病性や日持ちの良さ等の優れた遺伝資源を保有す
る研究機関等が連携により、新品種の育成を加速化。

資料：
• 農研機構 花き研究所2010年の成果
• 「みどりの技術食料システム戦略」技術カタログ(Ver.3.0)
• 農研機構 品種詳細

萎凋細菌病抵抗性検定の様子

左から「ノラ」「恋花ルージュ」
「フランセスコ」

〈恋花ルージュ〉
• 農研機構は土壌障害である萎凋細菌病
に抵抗性を有するカーネーション品種「恋
花ルージュ」を開発。（2010年品種登録）

• 萎凋細菌病の平均罹患率は、罹病性品
種「フランセスコ」87.0%、「ノラ」97.1%、「恋
花ルージュ」7.1%。

恋花ルージュ

ひめかれんひめかれん

•農研機構と長崎県は「恋花
ルージュ」と同等の抵抗性
を有するカーネーション品
種「ひめかれん」を共同開
発。（2019年品種登録）

〈ひめかれん〉

萎凋細菌病抵抗性カーネーション品種

資料：
• 農研機構 野菜花き研究部門2020年の成果
• 農研機構 2023年野菜花き研究部門 プレスリリース

エターニティピーチ エターニティシャイン

•ダリアは日持ちが短い（常温（23℃）で１週
間の日持ち保証は困難（2011年））という
課題があったが、農研機構は2020年に日
持ち性に優れるエターニティトーチ、エ
ターニティロマンス、エターニティルージュ
（日持ち性は主要品種「かまくら」の1.4～
2.1倍）を開発。

• 2023年には美しいグラデーション花色の
エターニティピーチ（日持ち性は主要品種
「かまくら」の1.2～1.6倍）、エチレン低感受
性で流通適性に優れるエターニティシャイ
ン（日持ち性は主要品種「かまくら」の1.5
～2.9倍）を開発。

〈エターニティシリーズ〉

日持ち性向上ダリア品種 究開発を進めている。

資料：農研機構 2017年野菜花き研究部門プレスリリース

新たな花色の開発
〈青いキク〉
• キクには青い花をもつ近縁野生種が存
在しないため、交配等による育種では青
色の花の開発は困難だった。

• 農研機構とサントリーグループは2017年
に遺伝子組換え技術を用いた「青いキ
ク」の開発に成功。国内での栽培・販売
に向けて生物多様性影響リスクを低減す
るための研究開発を進めている。

2013年開発
（紫色）

2017年開発
（青色）

野生型
（桃色）



（２）花きの生産の現状（技術・品種開発）

○ 花きの生産では、生産規模の縮小、高温等による出荷の前進や遅延、病害虫被害の拡大、生産資材・電気
代等の高騰等により、需要期の品不足、農家収益の悪化、価格の上昇といった課題がある。

○ 需要期に合わせた生産・出荷、病害虫被害の軽減、低コスト化等による生産性向上等の研究開発を進めると
ともに、生産現場における新たな技術導入を推進。

究開発を進めている。

資料：令和３年度ジャパンフラワー強化プロジェクト推進 花き全国技術
実証2021コンソーシアム R３報告パンフレット

需要期に合わせた生産・出荷技術

〈DVR制御による計画生産〉

• 積算気温に基づいた生育予測と発達速
度の能動的制御による計画生産技術。

• 冬季の気象の影響を受けやすく開花時
期の年次変動が大きいトルコギキョウ冬
春出荷において、高単価となる３月需要
期の計画出荷が可能となった。

究開発を進めている。

資料：「みどりの食料システム戦略」技術カタログ（Ver.3.0）

省エネルギー生産技術
〈日没後の加温や光照射による花きの省エ
ネルギー生産技術〉
• 温度や光に対する感受性の高い日没後
の時間帯（End of Day：EOD）に着目し、
効率的に開花や草丈伸長を促進し栽培
技術。

• 施設内の設定温度を一時的に高めると
• 夜間を低温管理としても生育・開花が確
保され栽培期間中の燃料使用量を削減
可能。

• 遠赤色光（FR光：波長730nm前後）を照
射すると、草丈伸長や開花の促進により
栽培期間が短縮され、切り花の早期出荷
が可能。

究開発を進めている。

資料：農研機構「低濃度エタノールを利用した土壌還元作用による土壌消
毒 実施マニュアル」

効果的な防除技術
〈低濃度エタノールを用いた土壌還元消毒〉

• 土壌へのかん水処理と太陽熱を組み合
わせた土壌還元消毒技術。

• １％以下に薄めた低濃度エタノール水溶
液を土壌にかん水処理し、農業用透明ポ
リフィルムで覆って地温を上昇させること
で土壌微生物の活動が活発になり、土壌
中の酸素を消費することで土壌が還元状
態になる。この状態が２から３週間程度
維持されると、土壌中の生物相が変化し、
得に土壌病原菌やセンチュウの密度が
低下する。
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